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Ⅰ  目的  
本研究の目的は，客観的データに基いて DBT の効果を把握すること，またその結果に基
き，日本における準標準型 DBT の有用性と，その実践の可能性を検証すること，とした． 
Ⅱ  方法  
１．期間：期間は， X 年 Y 月から X+3 年 Y+4 月であった．  
２．対象：上記期間に，DBT に１クール（半年間）参加し，グループ導入時（インテーク
時）と 1 クール終了後（半年後）に自己評定式アンケートに回答した患者 10 名（女性９
名，男性１名）を対象とした．  
３．手続き：インテーク時と１クール終了時にパーソナリティ障害的特徴についての自己
記入式質問紙として，日本語版 PDQ-R（ Personal i ty  Diagnosti c  Questionnaire  –  Revised）
の Borderl ine  Personal i ty  Disorder に関する項目を用いた．PDQ-R は，PDQ-R13 項目の
尺度合計得点，対人関係トラブル，感情の激しさ，自傷・自殺念慮，自己感覚の希薄さ，
の各質問項目毎に合計し，インテーク時と 1 クール修了時の各得点の差の検定を行った． 
４．分析方法：スキルアップグループのスキル習得効果を検証のため，サンプルサイズを
考慮し， wilcoxon の符号和検定を行った．（統計処理ソフトは SPSS19 を使用した）  
Ⅲ  結果  
全てにおいて平均得点の減少が認められるが，有意な差は認められなかった．  
PDQ-R 尺度合計得点 38.00→ 36.20  
対人関係トラブル 2.73→ 2.55  
感情の激しさ 3.07→ 3.03  
自傷・自殺念慮 2.80→ 2.67  
マインドレス状態 3.17→ 2.97  
研究２  
Ⅴ  目的  
本研究の目的は，サンプル数を増やし，再度治療効果を客観的データを用いて検討する
こと，とした．  
Ⅵ  方法  
１．期間：期間は， X 年 Y 月から X+4 年 Y+2 月であった．  
２．対象：上記期間に，DBT に１クール（半年間）参加し，グループ導入時（インテーク
時）と 1 クール終了後（半年後）に自己評定式アンケートに回答した患者 13 名（女性 10
名，男性 3 名）を対象とした．  
３．手続き：インテーク時と１クール終了時にパーソナリティ障害的特徴についての自己
記入式質問紙として，日本語版 PDQ-R（ Personal i ty  Diagnosti c  Questionnaire  –  Revised）
の Borderl ine Personal i ty  Disorder に関する項目を用いた．  
４．分析方法：スキルアップグループのスキル習得効果を検証のため，サンプルサイズを
考慮し， wilcoxon の符号和検定を行った．（統計処理ソフトは SPSS19 を使用した）  
Ⅶ  結果  
平均得点の減少は全てにおいて認められた．  
PDQ-R 尺度合計得点 38.00→ 34 .85  
対人関係トラブル 2 .65→ 2.37  
感情の激しさ 3 .10→ 2.97  
自傷・自殺念慮 2.74→ 2.51  
マインドレス状態 3 .28→ 2.97  
また， PDQ-R 合計点と，対人トラブル，自傷・自殺念慮の項目において ,10％水準の有意
傾向が認められた．自己感覚の希薄さの項目においては 5％水準の有意差が認められた．  
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こうした実感が，対人トラブルや自傷・自殺念慮，自己感覚の希薄さ， PDQ‐ R の項目
得点の減少に表れているのかもしれないと考えられた．  
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発表の年月：平成 26 年５月  









準型弁証法的行動療法 )における衝動性の減少の検討から―』  
発表の年月：平成 26 年８月  
発表学会：日本心理臨床学会第 33 回秋季大会シンポジウム発表（調査研究）  
概要：  
本研究では，弁証法的行動療法における治療効果としての衝動性の減少の検証を行った．
弁証法的行動療法を 1 クール（半年間）修了すると，境界性パーソナリティ障害的特徴，
および自傷・自殺念慮の減少において有意傾向が認められ，自己感覚の希薄さの減少にお
いて有意差が認められた．２クール（１年間）修了すると境界性パーソナリティ障害的特
徴と，対人トラブル，自傷・自殺念慮の減少において，有意傾向が認められ，自己感覚の
希薄さの減少において有意差が認められた．  
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